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研究成果の概要（和文）：この研究では, 東日本大震災直後の外資系企業への影響について考察することを目的として
いる。調査した企業の約半数は, 震災直後に駐在役員の多くが出国した。外資系企業からの駐在役員への依存が高いほ
ど駐在役員の出国は少なかった。さらに, 外資系企業から駐在役員への依存が高い場合と本社との確執が高い場合, ど
ちらの場合も駐在役員を日本に留めることは困難であった。依存が高い外資系企業の駐在役は, かれらの突然な出国が
大変混乱をもたらした。この理由については、社会的交換理論を用いて考察を行う。

研究成果の概要（英文）：This kaken supported research focused on the impact of the 2011 earthquake to 
foreign firms in Japan. It could be shown that many expatriates left Japan in the aftermath of the 
earthquake.
However, when foreign firms heavily relied on expatriated people, they left to a lower extent.
Implications of these findings were discussed.

研究分野： 人的資源管理とコーポレート・ガバナンス

キーワード： Earthquakes　Impact of foreign firms 
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
この研究では, 東日本大震災直後の駐在役
員の出国が外資系企業へどの程度混乱をも
たらしたのかについて考察する｡ 
 特に, 次の二点について着目する｡一点目
は駐在役員への依存の程度, 二点目は子会
社と本社の確執の程度についてである｡そし
てこの二点について, 社会的交換理論を使
い説明していく｡ 
現在, この状況については科学的な考察で
はなく, 国内新聞の記事から出てきた情報
が多い｡新聞の内容からは, 東日本大震災直
後に多くの外資系企業が混乱していたこと
が窺える｡ 
 色々な企業は駐在役員が一時的に出国し
た｡例えば, BASF は日本の東京支社を閉鎖し, 
この機能を名古屋へ移した｡また, 従業員に
名古屋あるいは大阪に移動することを勧め
ている｡また, スウェーデンのH&M は3 月15
日から 9 店舗を閉店した｡ 
  他の企業では外資系企業移動だけではな
く, 外国人駐在役員を出国させている｡例え
ば, 
SAP は東日本大震災直後にドイツ人の駐在
役員の大半が一時的に出国した｡しかし, 出
国した駐在役員はその後, 東京に戻った｡新
聞記事の例はほとんど大企業についての指
摘である｡さらに, 多くの新聞は同じ企業を
報道した｡ 
 
２．研究の目的 
 
この研究の目的では, 駐在役員の出国と外
資系企業の状況の変化について考察する｡こ
こでの変化は短期間の出国だけではなく, 
外資系企業は様々な影響があると思われる｡ 
在日ドイツ外資系企業を調査する目的は次
の通りである｡筆者はドイツ人であり, ドイ
ツ企業が日本において重要な外資系企業で
あると考えるためである｡アンケートを行っ
た 244 社中 86 社からの回答があり, これら
の企業のほとんどは関東地方を拠点として
いる｡この地域は東日本大震災直後からの影
響が多くあり, ここでの調査は意味が高い
と思われる｡アンケートでは, 在日外資系企
業にとって, 駐在役員がもたらした東日本
大震災直後の影響だけではなく, 現在の状
況についても質問している｡ 
  アンケート調査は, 在日ドイツ外資系
企業のトップ・マネージャーに対して, ドイ
ツ商工会議所を通じて2012年4 月に行った｡
その上で, 2012 年 5 月、2013 年と 2014 年に
トップ・マネージャーへのインタビューを行
った｡ 
 東日本大震災は, 国内企業や外資系企業
にも様々な混乱をもたらした｡東日本大震災
直後には, そのまま続けた外資系企業もあ
ったが, 業務を短期的に中断した企業もあ
った｡その上で, 他の地域に移動した企業も

見受けられた｡行ったアンケート調査より, 
大半の外資系企業には変化がなく(33 社）そ
のまま業務を続けた｡その一方, 約半数の外
資系企業は事務所を短期的に閉めた(32 社)｡
残りの 5 社は関東以外の地域に移動した｡移
動した地域は大阪あるいは名古屋であると
分かった｡ 
 さらに, インタビューでは移動の成果に
ついて尋ねた｡マネージャーたちは, 短期的
に業務を中断したこと, あるいは他の地域
へ移動したことは間違いであると答えた｡ 
 外資系企業の東日本大震災直後の経済的
な状況を理解するために, どのぐらい困難
な状況に陥ったかを尋ねた｡経済的な結果と
しては, あまり困難な状況には直面しなか
ったことが指摘できる｡23％の企業は困難な
状況になったと答え, さらに 5 ％はとても
困難な状況になったと回答した｡一方, 24％
の企業は東日本大震災直後の影響を楽観視
していた｡また, 震災 
 直後の状況とあわせて長期的な状況につ
いても調べた｡そこでは, 長期的な視点も震
災直後の状況と似た傾向にあることが分か
った｡長期的に 12％は困難な状況, 3 ％はと
ても困難な状況になると考えていた｡しかし, 
58％の企業は影響がなく, 27％は状況をとて
も楽観的に見ていると回答している｡業績に
ついては, 25％の企業は東日本大震災直後に
売上高が減少したと答えた｡さらに, 10％
の企業は多少の減少があると答えた｡このこ
とより, 売上高への影響はかなり大きいと 
指摘できる｡一方, マーケット・シェアはあ
まり減少しなかった｡答えた企業の 90％以上
がマーケット・シェアへの影響は少なかった｡
この理由については他の企業も似ている状
況であったため, マーケット・シェアはあま
り減少しなかったことが分かった｡“利益が
減少”した企業は 30％以上だった｡“利益の
減少”の理由は, 東日本大震災対応という特
別なリスク・マネジメントとその他のコスト
であると様々な企業が回答している｡イノベ
ーションについては, あまり減少しなかっ
たと答えた企業が多い｡従業員もほとんど減
少していないと回答がある｡90％の企業は同
じ程度で推移し, 5 ％は減少の予定があると
答えた(Bebenroth 2012)｡ 
 さらに, イノベーションが減少していな
い理由についてもインタビュー調査を行っ
た｡それによると, イノベーションは長期間
必要とし, 東日本大震災は短期間の出来事
であったため影響が低かったからである｡同
様に, 従業員の減少についても長期間のこ
とであるため影響を受けにくいことが分か
った｡ 
 この研究では, 社会的交換理論を使い, 
外資系企業と東日本大震災の影響を考察す
る｡社会的交換理論とは, 人間関係で得られ
る利益とそれにかかるコストを換算して, 
他者との関係性を説明する理論である(Blau 
1964)｡社会的交換理論では, 様々な関係性



を考察することができる｡例えば, 本社と外
資系企業のマネジメントの関係についてで
ある｡この研究では, 特に外資系企業への信
頼と駐在役員の出国の関係性について調べ
る｡ 
 社会的交換理論については批判もある｡こ
の理論は 1970 年代に発展して, 当時は自由
な考え方が好まれていた｡しかし, 現在はそ
の考え方には疑問がある(Miller 2005)｡特に
今回の様なケースでは, 外資系企業内部に
は様々な情報が隠されている可能性がある
ためである｡ 
 また, 統計的な解釈をした時の問題点と
して, リカード尺度を使用するため尺度間
の関係性を説明できないことが挙げられる｡
この理論は個人の考え方がベースになって
いるため, 集産主義の国ではあまり説明で
きないとの批判がある｡ 
 現在の研究の一つは, Colquitt and Rodel 
(2011) による公正と信頼を用いた社会的交
換理 
論の説明である｡この説明では, 情報の公正
性が信頼を生むとしている｡社会的交換理論 
では, 交換ルールの基盤の特別な状況によ
って人間はどのように動くかを説明する 
(Cropanzano and Mitchell 2005)｡ 
社会的交換理論は様々な領域で使われてい
る｡小野(2011）では社会的交換理論とリーダ
ーシップ論での相互アプローチを説明して
いる｡また, Cameron and Webster (2011) の
研究では, 社会的交換理論に基づいて, コ
ミュニケーションの多様性が様々な要素に
影響するとしている｡例えば, Byrne et al. 
(2011) によると信頼は会社の業績を向上さ
せる｡Khazanchi and Masterson (2011) は, 
会社の公正性は信頼に寄与するのかについ
て研究を行っている｡ 
 
３．研究の方法 
 在日ドイツ外資系企業を研究の方法は次
の通りである｡筆者はドイツ人であり, ドイ
ツ 
企業が日本において重要な外資系企業であ
ると考えるためである｡アンケートを行った
244社中86社からの回答があり, これらの企
業のほとんどは関東地方を拠点としている｡
この地域は東日本大震災直後からの影響が
多くあり, ここでの調査は意味が高いと思
われる｡アンケートでは, 在日外資系企業に
とって, 駐在役員がもたらした東日本大震
災直後の影響だけではなく, 現在の状況に
ついても質問している｡まずは, 外資系企業
の東日本大震災直後の状況について概要を
調べ, 次に, 駐在役員に着目する｡その後, 
社会的交換理論に基づき仮説を立てる｡最後
に, 仮説の検証と考察を行う｡ 
 外資系企業の独立性と本社の確執の程度
も, 駐在役員の出国に関係していると考え
られる｡様々な外資系企業は本社からの高い
独立性を持っている｡そして, 独立性が高い

外資系企業は本社との確執が高いと考えら
れる｡外資系企業と本社は異なった戦略を持
っているためである｡つまり, 外資系企業は
国内での戦略を立てているが, 本社はグロ
ーバルな戦略を立てているために確執が生
じている｡このことは外資系企業のマネージ
ャーへのインタビューでも確認できた｡この
場合は, 駐在役員が本社よりも日本の外資
系企業のために頑張れると考えられるため, 
独立性の高い外資系企業と本社の確執が高
い場合は, 駐在役員の出国は少ないと思わ
れる｡これにより以下のような二つの仮説を
立てる： 
 
H 1.1 : 外資系企業からの駐在役員への依存
が高いほど, 駐在役員の出国は少ない｡ 
H 1.2 : 外資系企業とその本社の確執が高い
ほど, 駐在役員の出国は少ない｡ 
 
 外資系企業は駐在役員への依存が高いほ
ど, かれらの動向について特に敏感である｡
従って, 依存が高い外資系企業は駐在役員
をもっと丁寧に扱い, 留まる確率がより高
いと思われる｡そのため, 一般的に依存が高
い外資系企業は, 駐在役員の出国を阻止す
ることが容易であると考えられる｡しかし, 
依存が高い外資系企業には, 低い企業に比
べて多くの駐在役員がいるため, かれら全
員を引き止めることは困難である｡駐在役員
への依存が高い外資系企業はかれらを留め
ることがメリットになると考えられる｡また, 
本社との確執が高い外資系企業も駐在役員
を留めることは難しいと考えられる｡これら
より, 以下の二つの仮説を立てる： 
 
H 2.1 : 駐在役員への依存が高い外資系企業
ほど, かれらを日本に留めることは難しく
ない｡ 
H 2.2 : 本社と確執が高い外資系企業ほど, 
かれらを日本に留めることが難しい｡ 
 
次に, 外資系企業が駐在役員を突然な出国
により失った場合にどの程度の混乱が生じ
たかを考える｡この場合, 駐在役員への依存
度が関係してくる｡駐在役員は日本国内で重
要な仕事を行っており, 突然かれらがいな
くなると, 他の日本人の従業員ではこの仕
事を進めることが困難になると思われる｡つ
まり, 特に依存が高い企業ほど, 駐在役員
がより重要な仕事を行っているために, 突
然かれらが出国すると大きな混乱が生じる
である｡今回のケースでは, 日本にいるドイ
ツ人従業員でも, 出国した駐在役員と同様
の仕事はできないからである｡ 
 このことについて社会的交換理論を用い
た場合, 突然出国した駐在役員に外資系企
業が特に高い依存をしている場合, 企業に
とって困難な状況になると思われる｡この理
由は, 多くの駐在役員はコミュニケーショ
ンのために存在していると分かる｡ 



 その一方, 本社との確執が高い外資系企
業にとっては, 異なる影響があると考えら
れる｡確執が高い外資系企業は, 駐在役員の
突然の出国でも特に問題はないと思われる｡ 
その理由は, 確執が高い外資系企業は, 駐
在役員がもたらす本社とのコミュニケーシ
ョンを重要としていないために, かれらが
突然本社に戻っても問題はなく, むしろ円
滑に業務を進められると考えられる｡そこで, 
以下のような二つの対立仮説を立てる： 
 
H 3.1 : 駐在役員への依存が高い外資系企業
ほど, かれらの突然な出国により困難な状
況がもたらされる。 
H 3.2 : 本社との確執が高い外資系企業ほど, 
かれらの突然な出国は困難な状況をもたら
さない｡ 
 
 最後に, 現在, 駐在役員が日本にどの程
度戻っているかを調べる｡社会的交換理論に
よると, 一旦特定のグループから離れた人
間はそのグループに簡単に戻れないとされ
ている｡つまり, 今回の場合では, 突然外資
系企業から離れた駐在役員はその後日本に
戻ってきにくいと思われる｡ 
 しかし, もし駐在役員への依存が高い外
資系企業であれば, かれらの多くは日本に
戻ると考えられる｡その一方, 本社と高い確
執がある外資系企業にとって一度出国した
駐在役員は日本に戻らないと思われる｡ 
そこで, 以下のような二つの対立仮説を立
てる： 
 
H 4.1 : 駐在役員への依存が高い外資系企業
ほど, 駐在役員は再び日本に戻ってくる｡ 
H 4.2 : 本社と確執が高い外資系企業ほど, 
出国した駐在役員は日本に戻ってこない｡ 
 
 
４．研究成果 
今回の分析を行うために, 以下のようなア
ンケート項目に注目した｡第一は, ｢駐在役
員が東日本大震災直後に日本からどの程度
出国したか｣である｡第二は, ｢外資系企業は
駐在役員を日本に留めることがどの程度困
難であったか｣, 第三は, ｢駐在役員の突然
の出国は外資系企業にとってどの程度影響
をもたらしたか｣, 第四は, ｢現在に至るま
で, 駐在役員が外資系企業に戻ることがど
の程度困難であるか｣について調べた｡ 
 記述統計の結果からは, 東日本大震災直
後に多くの駐在役員は出国した｡約半分の企
業で駐在役員の出国があったことが分かる｡
この状況については, さらにインタビュー
で詳しく調べた｡取締役に聞いたところ, 駐
在役員が突然ドイツに帰った理由の一つは
放射能問題である｡もう一つは, 多くの本社
が駐在役員の帰国を希望したからである｡他
国では, 政府が駐在役員全員の帰国を求め
た動きもあった｡例えば, フランス政府はフ

ランス国籍の駐在役員を帰国させた｡このよ
うな理由が重なり, 駐在役員を国内(日本）
に留めることが難しかったとの結果が出た｡ 
 一方で, 外資系企業は駐在役員の突然な
出国に対しても, 困難な状況は起らなかっ
たことが分かった｡その理由は, 多くの駐在
役員は短期間しか日本にいないためである｡
つまり,駐在役員が短期間日本にいなくても, 
外資系企業にとって大きな問題はないとい
うことである｡ 
 仮説 3.1では, 駐在役員への依存が高い外
資系企業ほど, 突然の出国が経済的に困難
な状況をもたらした｡しかし, 仮説 3.2では, 
本社との確執が高い外資系企業ほど, 問題
は発生しなかった｡そして, 確執が高ければ
高いほど, 帰国による問題は発生しないだ
けでなく,むしろ, 外資系企業の状況は改善
されたのである｡その理由の一つは, 本社と
の確執が高い外資系企業は, 駐在役員の必
要性を感じていないため, 日本にいない方
が好ましい状況を生んだためだと考えられ
る｡ 
 仮説 4.1の結果からは, 駐在役員への依存
が高い外資系企業には, 現在に至るまで駐
在役員が日本に戻ってきていないことが分
かった｡インタビューから分かった理由の一
つは, 東日本大震災後の余震や福島での原
発事故の影響を考え, 日本よりも他のアジ
アの国々へ駐在役員を派遣することが多い
ためである｡また, もう一つの理由としては, 
日本の外資系企業は経済的に高いレベルで
推移しており, 競争が激しいためである｡例
えば, ドイツの本社から派遣される駐在役
員の多くは若いマネージャーである｡かれら
は駐在先での業績によって 
評価され, その評価で帰国後に昇進が決定
されるためである｡業績とは, 外資系企業の
売上高の増減で決定される｡そして, この売
上高の増減率は地域によって異なる｡その中
でも特に発展途上国の売上高の増加率の方
が大きいと考えられる｡例えば, タイにある
外資系企業は毎年売上高が 8 ％伸びるが, 
日本の外資系企業では売上高はタイほど伸
びない｡それだけではなく, 日本の外資系企
業は前年の売上高をキープすることも難し
い状況である｡そのことから, 日本ではなく
て他の競争の激しくない国に移動した方が
帰国後の昇進が簡単である｡ 
 そのため, 駐在役員は一旦本社に戻った
場合であれば, その後日本よりも他のアジ
アの外資系企業への派遣を希望することが
多いとインタビューしたマネージャー達は
答えている｡ 
 この研究では, 東日本大震災直後の外資
系企業への影響について考察した｡アンケー
トの結果から, 過半数の外資系企業は駐在
役員が突然日本から出国し, これらの外資
系企業は駐在役員を日本に留めることが難
しかったことが分かった｡ 
 しかし, 駐在役員の突然な出国は混乱し



た状況をもたらさなかった｡さらに, 現在駐
在役員を日本に戻すことは難しくないこと
が分かった｡外資系企業の駐在役員への依存
の程度がどのように影響をもたらしたかを
分析した｡その結果としては, 依存が高い外
資系企業の駐在役員ほど出国をしなかった｡   
 しかし, 依存が高い場合でも, 駐在役員
を日本に留めることは難しかった｡また, 駐
在役員の出国は, かれらへの依存が高い外
資系企業ほど, 大変混乱した状況に陥った｡
さらに, 外資系企業からの依存が高い場合
は, 現在まで駐在役員は日本にあまり戻っ
てきていない｡ 
 次に, 本社と外資系企業との確執の程度
の影響について調べた｡本社との確執が高い
外資系企業においても, 駐在役員を日本に
留めることは難しかった｡また, 本社との確
執が高い外資系企業では駐在役員が突然帰
国した方が問題発生を少なくなった｡ 
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